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2024年7月時点
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1.

¸ 1970 ḱ
ḭ
ṇ ṇ Ḯ

¸ 55 High & 
Heavy ( ḭ ḭ

) Ḯ

¸ 2020年度よりLNG燃料自動車専用船を就航し、環境
負荷低減にも配慮した船隊整備に取り組む。

¸ 2025 5 צּ טּ ḭ
LNGצּ Ḯ

LNG燃料船 “NEREUS HIGHWAY”

大型自動車運搬船 “DRIVE GREEN HIGHWAY”
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1.

¸ 鉄鉱石は主要な産地であるオーストラリアやブラ
ジルから、中国向けをはじめとして需要の中心で
ある極東向けの荷動きが多くを占めている。

¸ 日韓ミルに加えて、印・中東ミル、資源メジャーで
のビジネス拡大や、還元鉄シフトによる新たな輸
送需要の取り込みを狙う。

¸ 24年はLNG燃料船CAPE HAYATEが竣工済
み。環境対応船シフトを進めている。

ケープサイズ(21万DWT LNG燃料船“CAPE HAYATE”)

パナマックス(8.2万DWTバルカー“ORATORIO”)
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1.

LNG

¸ LNG船事業は世界的に需要が広がるLNGの輸
送をグローバルに提供するほか、LNGバリュー
チェーンにおける顧客ニーズへの対応にも取り組む。

¸ LNG需要の堅調な増加に沿って、⻑期安定型
のLNG輸送船需要も2040年までは堅調に増
加する⾒込みであり、LNG輸送船事業は、市場
拡大と共に成⻑を遂げることができる事業。

¸ 24年は当社として初めてインド国営ガス会社と
LNG船の⻑期定期傭船契約を締結。

LNG船 “BISHU MARU（尾州丸）”

LNG船 “LAGENDA SETIA”
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1.

¸ 川崎汽船の環境ビジョンの1つである「社会の
脱炭素化⽀援」に向けて、4つの低炭素・脱
炭素に向けた事業に同時並行で取り組み中。

¸ 液化CO2 輸送事業では、Northern Lights
社と3隻の液化CO2輸送船の傭船契約を締
結。世界初のフルスケールCCS *1向け輸送を
開始予定。

2022年12月に、当社子会社を
通じて、Northern Lights JV 
DA社(海外エネルギー大手3社が
出資する合弁会社)と7,500m3
の液化CO2船3隻の⻑期契約を
締結。世界初のCO2回収貯留プ
ロジェクトに従事。液化CO2船(画像提供：Northern Lights 社）

地質調査船”EK HAYATE”

洋上風力発電の建設及びケーブ
ル敷設などに不可欠な、海洋地質
調査を行うのに適した海洋地質調
査船事業をイギリスの会社と合弁
で設立。日本籍船である海洋地
質調査船“EK HAYATE”が2024
年9月に就航。

CO2 LNG
/

CCSの輸送手段で
ある液化CO2輸送船の保
有・運航

FSU*2 ・FSRU*3を中心と
したLNG輸送に関する
周辺事業

CTV*4 /SOV *5による
洋上風車の設置や
保守管理作業のサポート

代替燃料として期待が高
まっている水素/アンモニアの
輸送船の保有・運航

*1 二酸化炭素回収・貯留（Carbon dioxide Capture and Storage ）; *2 浮体式LNG貯蔵設備（Floating Storage Unit ） ; *3 浮体式LNG貯蔵再ガス化設備（Floating Storage and Regasification Unit ）; 
*4 人員輸送船（Crew Transfer Vessel) ）; *5 オフショア⽀援船（Service Operation Vessel ）
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▮
30 3 ṕ 50 ẓ 130 Ṗ

出典：Clarksons、総務省データベース他より当社作成
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Å2023年10月にイスラム組織ハマスがイスラエルに対し攻撃を開始し、イスラエ
ルが反撃

Åホーシー派による船舶への攻撃が発生し、現在も継続中（2023年11月～
2024年7月中旬時点までに民間商船への攻撃事案は100件以上、うち死
傷者発生事案は4件）

Å紅海航行の安全を確認する必要があり、喜望峰経由の迂回が継続
Å喜望峰経由への迂回により航海日数が増加し、船腹需給のタイト化が発生
Å事業ごとに受けている影響は異なるが、船腹不足への対応として、配船変更、
寄港地削減、航路再編、臨時船・待機船の投入などを実施

紅海の情勢悪化により、
スエズ運河を迂回するこ
とになり航海距離が増加

地中海と紅海をつなぐ

Å中東情勢の悪化による喜望峰経由への迂回に伴い、航海日数が増加
Å航海日数の増加により乱れたスケジュールの改善のために、寄港地の合理化、
アジアのハブ港や欧州など主要港での荷下ろしを実施

Å欧州向けでは輸送日数の増加による洋上在庫の増加が⾒られ、北米向けで
は堅調な個人消費を背景として荷動きが増加

Åこれら中東情勢に起因する航海日数の増加、主要港湾の混雑、コンテナ不
足に加え、需要の増加が重なり、欧米向けのみならず他の航路でも需給がタ
イト化

ÅONE社はサプライチェーンの混乱を最小限に抑えるべく、柔軟な配船及びコン
テナフローの最適化によるオペレーション効率の最大化に努めている

Å当社は2024年1月12日以降、紅海の航行を全船禁止としているが、事業
ごとにサービス地域が異なるため、影響の度合いも異なる

Å ：当社の船隊は元々スエズ運河はほとんど通航しておらず、
直接的な影響はないものの、業界では航海日数の増加により需給がタイト化

ÅLNG ：ロシア・ウクライナ情勢により、LNGの欧州ロシアパイプライン輸
入量が大幅に減少し、海上輸送量が増加しているなかで、中東情勢の悪化
による航海日数の増加が重なり、需給がタイト化

Å ：喜望峰経由への迂回対応を実施中。需要も堅調に推移するな
かで航海日数の増加の影響を最小限にすべく、配船効率化を実施中

Ễ. 
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新型コロナウイルス拡大
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2024 ( 2024 11 5 )

3. 

2024/８/２公表比

ểQ ỄQ 通期 通期

実績 予想

2,676 2,704 5,380 4,920 10,300 9,579 721 10,200 100

307 304 611 449 1,060 841 219 1,020 40

748 1,124 1,873 527 2,400 1,327 1,073 2,200 200

725 1,106 1,832 518 2,350 1,019 1,331 2,100 250

¥155.02¥152.77¥153.89¥140.46¥147.17¥143.82¥3.36¥147.18△¥0.00

$629 $624 $627 $621 $624 $620 $4 $637 △$13

通期

増減額

燃料油価格(/MT)

売上高及び段階損益

2024

通期

増減額

売上高

営業損益

経常損益

親会社株主に帰属する

当期純損益

為替レート(/$)

前期比

∎

∎ （前期比）

‣営業利益は、ドライバルク事業において市況が底堅く推移し、自動車船事業において自動車の生産・出荷台数が堅調に推移することにより、前期比
219億円の改善を⾒込む

‣経常利益、当期純利益は、コンテナ船事業において、上期は好調な荷動きにより収⽀は堅調に推移。下期の事業環境に不透明感が残るものの、通
期では前期比で増加を⾒込む

（億円）

∎
‣為替レート ¥147 .17/ $（期中平均レート）
‣燃料油価格 $624/MT
‣市況前提 Appendix ご参照

∎ (ễQ~ỆQ Ỉ )
‣為替レート変動 １円変動 ±16億円
‣燃料油価格変動 10㌦変動 ±0.3億円

*ONE社持分法損益に係る為替変動を含む

* 2023年度は会計方針変更による遡及適用後の数値を記載

∎

2024年度の年間配当予定は、40円/株の基礎配当に60円/株（24年5月公表
時45円/株）の追加配当を加え、100円/株（中間・期末配当：各50円/株）

2024年度中に、既に実施した908億円の自己株式取得に加えて、新たに株式取得
価額の総額900億円（上限）、及び取得する株式の総数36,000,000 株（上
限）として自己株式取得を実施
（取得期間：2024年11月６日～2025年2月28日）

配 当 ：

自己株式取得：
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( 2024 11 5 )

20240731

3. 

ểQ ỄQ 通期 通期

実績 予想

883 831 1,715 1,455 3,170 2,935 235 3,190 △ 20

76 △ 13 62 68 130 35 95 150 △ 20

256 250 507 493 1,000 1,056 △ 56 960 40

12 △ 5 6 44 50 75 △ 25 60 △ 10

1,511 1,585 3,097 2,933 6,030 5,486 544 5,950 80

664 1,166 1,830 445 2,275 1,286 989 2,040 235

180 175 356 314 670 593 77 650 20

410 953 1,364 86 1,450 458 992 1,280 170

24 36 60 40 100 100 - 100 -

4 △ 9 △ 4 △ 1 △ 5 14 △ 19 0 △ 5

            -             -             -             -             -             -             -             -             -

△ 8 △ 13 △ 22 △ 28 △ 50 △ 84 34 △ 50 -

2,676 2,704 5,380 4,920 10,300 9,579 721 10,200 100

748 1,124 1,873 527 2,400 1,327 1,073 2,200 200

セグメント 2024 2024/８/２公表比
(上段：売上高) 通期

増減額

通期

増減額(下段：経常損益)

うち、コンテナ船事業

前期比

（億円）

∎ （前期比）

∎

* 2023年度は会計方針変更による遡及適用後の数値を記載

‧コンテナ船事業では、中東情勢や北

米東岸の労使交渉などの不透明な事

業環境は継続する一方で、新造船竣

工が需給状況に影響を与える⾒込み

‧ONE社では情勢の変化を注視しつつ、

需要に合わせた機動的な配船と効率

的なオペレーションを引き続き実施

‣

‧中国経済の先行き不透明感、中

東での地政学的リスクの継続など

の懸念要素はあるものの、限定的

な新造船竣工量を背景に、中⻑

期的に船腹需給が引き締まる方

向に向かい、市況は底堅く推移し

ていく⾒込み

‣

‧LNG船、電力炭船、VLCC

（大型原油船）及びLPG船

において、中⻑期契約のもとで

安定収益を確保する⾒込み

‣

‧自動車船事業では、世界経済の

リセッションリスクや地政学的リスク

による影響が懸念されるものの、

生産・出荷は堅調に推移する⾒

込み

‧引き続き、船隊適正化や運航・

配船効率向上に取り組む
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3. 

Ḳ

▮2024 +10.3 Ṿ 2025 +6.0 Ṿ
▮2024 +4.5% 2025 +2.5 Ṿ

  
   24

出典：Alphaliner

(TEU)

( )( ) ( )
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ONE 2024

3. 
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3. 

25年までは供給不足継続。26年頃に需給はバランスし、その後安定化していくと予測

出所: S&Pデータ、業界紙・ブローカー情報を基に当社作成

変動
要因

需要

供給

2030年までに約8%増加（FY23：約120億トンデイズ→ FY30：約130億トンデイズ）

需給逼迫の解消に向けて増加 需要に即した緩やかな増加と老齢船退役

110

120

0

100

需要・供給指数
（2023年の需要指数を100とする）

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

需
要
供
給
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3. 

“三位一体”のバランスを保った成⻑を掲げた事業戦略は順調に進捗。23年度は、競争力のある船
隊整備を進めると共に、船隊の下方柔軟性確保などを通じ、事業基盤を強化

KPI
FY22 FY23 FY26

6,000 6,024 6,209

26 32 43

1 2 13

3% 12% 11%

H&H

1隻あたり
平均RT

H&H輸送能力
強化船隻数

環境対応船
隻数

下方柔軟性
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3. 

主要顧客内シェア

資源メジャー 日韓ミル

今後は、顧客密着の組織営業を深化させ、環境対応船需要を梃子に顧客内シェアを維持・拡大
し、主力キャリアの実現を目指す

1

3

環境対応船シフトの需要に対する
適切な船隊整備で顧客基盤を維
持

輸送需要の増加に伴い、海外拠
点に於ける海務スタッフを含む営業
組織の強化と拡充によって、新たな
顧客基盤・商域を拡大

環境対応船需要増加に伴い、短
期から中⻑期契約にシフト
する新たな需要を取り込む

1

2

3

輸送需要印・中東
ミル

注: 全てのロゴ、商標、ブランド名はそれぞれの所有者の所有物です

2
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3. 

安定収益基盤の維持・拡大、組織営業力強化、船隊ポートフォリオコントロールの事業戦略は
順調に進捗

KPI
FY22 FY23 FY26

100 100
100 -
110

-
1.9ppt
改善

改善

-

印・中東・
シンガポー
ルで組織
力強化

印・中東
を中心に
更なる組
織力強化

20ppt 18ppt 5ppt
⻑期契約の割
合と保有・⻑期
傭船のバランス

注力地域での
人員数

バラスト航海比
率

（FY22基準比）

船隊規模
（FY22=100 ）日韓ミル

印・中東ミル
資源メジャー
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LNG

3. 

LNG需要はカーボンニュートラル社会実現に向けた現実解であることを背景に⻑期的に堅調に推移
する⾒通し。⻑期安定型のLNG輸送船需要も2040年までは堅調に増加する予測

LNG

新興国を中心とした経済成⻑、
AI等による電力需要増加に
伴い、世界全体のエネルギー
消費量が増加

カーボンニュートラル社会実現
に向けた現実解であることを背
景に、LNG 2040

2050年まで約7億トンのLNG
需要が維持されるため、2040
年までは LNG

す
る予測

4.0

5.6

6.5

7.2 7.3 7.1

0

2

4

6

8

1

3

5

7

世界LNG需要（億トン）

2023 2030 2035 2040 2045 2050

出所: bp Energy Outlook
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LNG

3. 

30年度に向けては、既存顧客の案件積み上げと、新規顧客の開拓に注力。
⻑期契約を中心として75隻以上の船隊拡充を目指し、中⻑期的に100隻体制を視野に入れる

中国・インド・東南アジア等の新興地域向け
及び、世界最大の輸出国となる北米出し
貨物を中心に、新規顧客を開拓

カタール・ペトロナス等の既存顧客が
計画する新規プロジェクトの契約、
及び、既存契約の代替需要を獲得し、
案件の積み上げを行う

0

100

20

40

60

80

FY23
（実績）

FY26 FY30 中⻑期

46

65

75~

100～

：10年以上の契約 ：10年未満の契約

（略確定）（目標） （目標）

市場規模
（隻）

630 910840 -

出所: 市場規模については、LNG需要及び一定の前提を置いて当社にて試算

関与隻数
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3. 

川崎汽船の環境ビジョンの1つである「社会の脱炭素化⽀援」に向けて、液化CO2輸送事業・LNG
輸送船周辺事業・洋上風力発電⽀援船事業・水素/アンモニア輸送事業の4つの事業へ取り組む

自社の脱炭素化 社会の脱炭素化⽀援

2050年の目標として

GHG排出送量ネットゼロを目指し挑戦
社会の脱炭素化を⽀える

新しいエネルギー輸送・供給の担い手に

¬Kº Line 2050

CO2 LNG
/

ネットゼロに向けた現実解 再生エネルギーの発展 燃料転換

CCS*1の輸送手段で
ある液化CO2輸送船の
保有・運航

FSU*2 ・FSRU*3を中心
としたLNG輸送に関する
周辺事業

CTV*4 /SOV *5による
洋上風車の設置や
保守管理作業のサポート

代替燃料として期待が高
まっている水素/アンモニア
の輸送船の保有・運航

*1 二酸化炭素回収・貯留（Carbon dioxide Capture and Storage ）; *2 浮体式LNG貯蔵設備（Floating Storage Unit ） ; *3 浮体式LNG貯蔵再ガス化設備（Floating Storage and Regasification Unit ）; *4 人員輸送船
（Crew Transfer Vessel) ）; *5 オフショア⽀援船（Service Operation Vessel ）
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CO2

3. 

ネットゼロの現実解の一つとして、天然ガスとCCSが両輪として不可欠。液化CO2輸送事業は、
CCSを⽀える有効なCO2輸送手段

CCS

欧州では、2010年代に再生可能エネル
ギーが勃興したが、再エネのみではネットゼロ
達成は困難との認識が広がる

ネットゼロの達成に向けた現実解の一つとして、
天然ガスとCCSの両輪が必要

CCS CO2

CCSは工場などから排出されたCO2を回収し、
地層中に圧入する手法

⻑距離の輸送では船舶による液化CO2の
海上輸送が必要

CCS CO2

CCSのCO2削減量は世界全体のCO2削減
量の約14％を占める54億トン（2050年）

CO2はCCSに適した地層（断層から遠い
枯渇ガス田、帯水層等）に貯留するため、
大規模地震によるCO2漏洩リスクは低いḲパイプラインによってCO2を地下の地層内に圧入

Ḳ
専用の装置を用いて工場等の
排出源からCO2を回収
回収したCO2を圧縮し、液化

Ḳ
液化されたCO2を船舶を用いて
集積地の施設まで輸送
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3. 

2030年代中盤には年間20億トンの貯留需要が生じ、その内、船舶輸送を必要とする液化CO2

量は全体の約10%のため、船舶需要は約200隻を予測

CO2 ṕ Ṗ ṕ2030 Ṗ

0

100

200

300

400

500

200~

500 ~

2030年代中盤 2050年

液化CO2

輸送船

CCS
貯蔵トン
数

1隻あたり
輸送能力

200

20

100

10%

IEA* の持続可能な開発シナリ
オ（先進国は2050年、中国
は2060年、他国は2070年ま
でのネットゼロ達成）を仮定

⻑距離輸送では、船舶のコスト
競争力が高く、現状の10%程
度が今後も維持されると仮定

船舶の
輸送割合

欧州では1ロット2万トンを年間
50回輸送。アジアでは1ロット
4~5 万トンを年間25回輸送

*International Energy Agency = 国際エネルギー機関
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( )

3. 

(億円) (億円)

コンテナ船以外の自営事業の「稼ぐ力」の強化により、営業利益は海運バブル期以降の高水準

6,575 6,908
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4. 
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938

458

23

950

1450

24

900

700

1100

1400

30

1,396

2,400

1,600

700

700

+200

2,500 ṧ͠

26

4. 

1,400
26 1,600 30 2,500 ṧ͠

1,600
ễ

1,400
2,500 ṧ͠

ú

経常利益（億円）
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650 700

100
200150

200
35

75

828

23

130

24 26 30

938
1,005 900

825

50

700

+200

1,100 ṧ͠

4. 

30年度 
vs23年度

当社の強みを生かせる事業において

(コンテナ除く)

技術・営業一体となり、
当社の強みを生かせる分野での

近海内航・港湾・物流の各事業において稼ぐ力の磨き上げを進める

*１ 経常利益の合計値には本部費用を含む

近海内航・港湾・物流

、バルクキャリア

LNG 、電力炭船、
VLGC・VLCC、

(コンテナ除く)

経常利益（億円）
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C-ỄḲ

C. 中期経営計画の状況・進捗

企業価値向上に必要な CF 7,400

6,300
億円

7,400

１.2
兆円

22年5月
中計公表時

財務CF

CF 24 5 ṧ1,000 1.5
CF 7,000 7,300

投資・株主還元

CF
１.0
兆円

ể.4

23年5月
22F本決算
公表時

5,000
億円以上

7,3004,000
~5,000
億円以上

24 11

CF
5,200
億円

+2,000
億円

+1,000

+1,000
億円

+1,100
億円

(21~26 年度) (21~26 年度)

営業CFの上振れも踏まえて、24年5月公表時から
300 7,300

24年5月公表時から業績の改善により、 CF 1,000

財務基盤の強化

+2,000
億円

ể.5

+2,000
億円

24年5月
23F本決算
公表時

投資・株主還元

+300
7,000
億円以上

7,400
億円

22年5月
中計公表時

23年5月
22F本決算
公表時

24 1124年5月
23F本決算
公表時

+1,100
億円CF
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4. 
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( 2024 11 5 )

4. 
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üコンテナ船事業は、当社グループの重要な事業部門であり、株主として関与を継
続。成⻑を牽引する役割を担う「自動車船」「鉄鋼原料」「LNG輸送船」の3事
業については、成⻑に向け投資キャッシュフローの70％を集中。「低炭素・脱炭
素に向けた事業」を新たな柱として、中⻑期的に安定した収益を積み上げる。

ü経常利益は、成⻑を牽引する役割を担う3事業を中心として着実に進捗。中
計最終年度の2026年度1,600億円、その先の2030年度2,500億円＋αを
目指す。

ü24年度は年間で100円の配当に引き上げ、完了した908億円の自己株式取
得に加え、11月～2月末の期間で追加の900億円、3,600万株を上限とした
自己株式取得を実施中。

ü最適資本構成とキャッシュアロケーションを意識し、資本効率を高め、財務健全
性を維持し、更なる企業価値の向上に努めるべく、機動的・積極的な株主還
元を進める。
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Appendix 
 ~ /

  CO2 / ~
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¸ 新興国を中心とした世界経済の拡大や人口増加に
より、穀物、肥料、建設資材関連などのバルク輸送
需要は安定的に増加する⾒通しḮ

¸ 当社は、市況耐性が高く持続的な収益体制を保つ
船隊を構成し、日本に加え強みを持つ中東、インド、
東南アジア地域において顧客基盤を強化し、効率配
船を深化させていくとともに、還元鉄や木質ペレットな
どの環境負荷低減貨物の獲得も進めていく。

( )

パナマックス(8.2万DWTバルカー“ORATORIO”)

ハンディマックス(6.1 万DWTバルカー”Bellina Colossus”)
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¸ LPGṕ
Ṗ Ḯלּ

¸ ︡ḭ
וֹ ︡

ṇ Ḯ
¸ ṇṕVLCCṖ

34 צּ
Ḯ

( / )

ṡּ︣ך Ṣטּיּ
ṕ Ḳ Ṗ

¸ ḭLNGנּ
ḭ

ḭ
ḭ Ḯ

¸ 2020 10 ḭ ︢ ḭ
וֹףּ וֹ LNG 
Ḯ

¸ 2021 2 ṇ LNG
ṡFUELNG BELLINAṢ
Ḯ

LNG燃料供給船
“FUELING BELLINA”

油槽船(VLCC) LPG船
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¸ ︡ ︣
︣ ḭ

︡
ṡ

ṇ Ṣ ḭ
וֹ ṇ
פּ פּ Ḯ

¸ ḭ צּ ︣
צּ ḭFPSO ṇ Ḯ

¸ º ¬ CO2
Ǝż$$-8NXJ«Ž ) ḭ
פּ CO2 ḱ Ḯ

( )

ṕ Ṗ

油田・天然ガス田の探査掘削などを目
的とした浮体式海洋掘削装置の一種。

FPSO
(Floating Production, Storage 
and Offloading system: 浮体式
海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備）

CO2 ¬CC-8NXJ«Ž
ṕCarbon Capture on the OceanṖ

コロナシリーズ
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¸ 物流事業では、海上貨物輸送のみならず、航空貨物輸送、曳船、陸上輸送、倉庫事業、自動車部品から完成
車まで扱う自動車物流等、お客さまのさまざまなニーズに応えた総合物流事業を展開。

¸ 港湾事業では、国内4港（東京、横浜、大阪、神戸）でコンテナターミナルも運営。

( )
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( )

¸ ḱ ḭ2022 6
︡

ḭ ṇḭRORO ḭ
וֹ ḭ וֹ
ḭ
ḭ וֹ

Ḯ

¸ וֹףּ
︡ Ḯ( ḭ )

オフショア⽀援船“あかつき”

国内旅客フェリー

内航RORO船
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( )

¸ ︣ כֿ ḭ
ḭ ḭ
ḭ שּ Ḯ

¸ 2018 4 ḭ 3 ︡
ONE Ḯ

¸ 190 TEUḭ 6 ḭ
ṇ 6Ṿ
ḭ Ḯ
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CO2

CO2の排出量を急激に減らすことができ
ない中で、カーボンニュートラルの実現に
寄与するCCSに注目が集まる

2050年時点のCCSのCO2削減量は
約54億トンの予想であり、世界
全体のCO2削減量の14％を占める⾒
通し

液化CO2輸送ニーズを持つ産業は、
電力・ガス、エネルギー、鉄鋼、石油
化学、製紙、セメントなどの多岐に渡
る

上記産業の大半は、川崎汽船と
取引関係がある既存顧客であり、共
同研究等のパートナーシップを
結ぶ関係

液化ガス（LPG・LNG）輸送船で、
国内外の多数のプロジェクトに参画

液化ガスの輸送船事業で培った
オペレーションノウハウと実績を液化
CO2輸送事業に活用可能

液化CO2輸送事業は川崎汽船の取組意義が大きい。液化ガス輸送船事業で培ったノウハウ・
安定運航実績と既存顧客とのパートナーシップが活用可能で、カーボンニュートラルへも貢献できる

Northern Lights 社との傭船契約締結の様子「日ASEAN協創フォーラム」にて「瀬戸内・四国CO2ハブ構想」
実現に向けた事業性調査の覚書署名式の様子

当社LNG船Pacific Breeze が
豪州イクシスLNG基地に着桟する様子

イクシスの写真挿入
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CO2

液化CO2輸送ニーズを持つ産業は、石油・鉄鋼・ガス・電力・製紙・セメントなどの多岐に渡り、
多くが既存事業の顧客のため、既存顧客の脱炭素課題解決にも資する（＊）下記は公表済み案件

CO2

ṕ
Ṗ

首都圏の
CO2

液化CO2

輸送船の
経済性
液化CO2

輸送船の
オペレーション

国内/アジア
地域

ノルウェー

液化CO2

輸送の社会
実装

欧州の石油
工場等

マレーシア/
海外のCO2

必要な設備
の仕様や費
用、スキーム

マレーシア

JFEスチール
保有の国内
製鉄所

瀬戸内・
四国地域の
工場等

豪州

関西電力の
火力発電所

輸送・貯留に
関する最適な
スキーム
液化CO2

輸送船の
設計

国内外

液化CO2輸送船のバリューチェーン構築に
必要な設備/コスト

マレーシア/
海外のCO2

マレーシア

CO2CO2

*Northern Lights プロジェクトに参画している企業

*

本年度商用開始
（川崎汽船が液化CO2輸送船
の運航企業として関与）
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CO2

2030年までは炭素排出コストの導入やCCSへの補助政策の施行が早い欧州の有力案件に
参入し、それ以降は、アジア太平洋へ拡大

欧州
案件

アジア/
太平洋案件

20262024 2030

R&Dその他
案件

R&D

：注力案件

ノルウェー政府の⽀援により、
世界初の事業開始

日本の成⻑志向型カーボン
プライシング構想における炭素への

賦課金稼働

先進的CCSの
事業開始目標

2028
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CO2

2030年代中盤の経常利益目標は30~60 億円。経常利益目標の実現に向けて、運航隻数
20隻以上を目指す

2030

CO2

20

10

30

60

20 20 20

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

液化CO2輸送船の隻数（隻）
液化CO2輸送事業の
経常利益（億円）

現在 2024年 2030年 2030年
代中盤

2040年
まで

経常利益

隻数
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Ṍ Ṍ
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▮
    
‣

‣ FACTBOOK

‣¬KºLINE 2050

‣
(¬KºLINE REPORT)

https://www.kline.co.jp/ja/ir.html https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/fact.html

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/environme
nt

/management.html

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report.html

‣ ESG

https://www.kline.co.jp/ja/sustainability/esg_data.html#db



55

本資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的とし、当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。
投資に関する決定は、投資家ご自身の判断において行われるようお願いします。

本資料には将来についての予想や⾒通しが含まれておりますが、これらは当社が現時点で入手可能な情報に基づいて
おり、経済動向、海運業界需給、燃料価格、為替相場等の動向により変動することをご了承下さい。
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